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国民健康保険特別会計 

 

１ 事業概要 

（１）被保険者数は、25,642人で前年度と比較して108人減少しました。世帯数は前年

度と比較して、102世帯増加しています。市全体の世帯数に対する加入割合は38.6％

でほぼ横ばいとなっています。 

（２）財政面の歳入については、景気の回復は見られないため、国民健康保険税調定

額は平成23年度と比較して僅かに減少しました。しかしながら、平成23年度から

国民健康保険税の徴収部門を収納課に一本化し、滞納整理を積極的に実施した成

果により、平成24年度の現年課税分の収納率が93.99％と0.17ポイント、滞納繰越

分が25.63％と2.25ポイント向上し、その結果、国民健康保険税の収入額が前年度

比100.49％と増加しました。 

一方で、歳出につきましては、一般被保険者の医療給付費が前年度比105.8％の

伸び率になりましたが、国庫支出金、県支出金の歳入が予想を上回ったことによ

り、国民健康保険支払準備基金の取崩しは、95,271,400円の取崩しに抑えること

ができました。これにより年度末残高は1,014,728,600円となりました。 

したがって、今後医療費が増加した場合でも基金を活用することにより、平成26

年度まで国保税率を据え置いても財源を賄うことができる見込みです。 

 

２ 加入状況                   

上段：対象人数 下段：構成比 

 国 保 加 入 者 
加入割合 

国保１

世帯当

たり 

被保険

者数 

世帯数 

被 保 険 者 数 

総 数 一 般 

退 職 者 

世帯数 
被保険者

数 被保険者 被扶養者 

25年3月末
14,600 

世帯 

25,642人 23,533人 1,701人 408人
38.6% 25.8% 1.8人 

100% 91.8% 6.6% 1.6%  

24年3月末
14,498 

世帯 

25,750人 23,475人 1,825人 450人
38.8% 25.9% 1.8 人 

100% 91.2% 7.1% 1.7%  

増 減 
102 

世帯 
△108人 58人 △124人 △42人 △0.2%  △0.1% 0 人 

※ 一般（一般被保険者）、退職者（退職被保険者） 

 

３ 経理状況は歳入総額10,430,655,098円、歳出総額10,054,087,382円となり､収支差

引額は376,567,716円です｡ 
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４ 歳入状況 

（１）歳入内訳                                                (単位:円、％) 

区   分 保険税 国庫支出金 県支出金 
療養給付費 

交付金 

前期高齢者 

交付金 
 

平成24年度 2,328,627,685 2,182,054,570 488,923,601 778,074,813 2,583,382,985 

 

平成23年度 2,317,258,641 2,179,040,202 360,675,670 788,216,885 2,298,903,790 

増 減 11,369,044 3,014,368 128,247,931 △10,142,072 284,479,195 

伸び率 100.5  100.1 135.6 98.7 112.4 

構成比 22.3 20.9 4.7 7.5 24.8 

 

共同事業交付金  繰入金 繰越金 その他の収入 合   計 

993,265,988 857,456,701 177,500,331 41,368,424 10,430,655,098 

908,716,148 765,079,386 129,638,362 53,135,876 9,800,664,960 

84,549,840 92,377,315 47,861,969 △11,767,452   629,990,138 

109.3  112.1 136.9 77.9         106.4 

9.5 8.2 1.7 0.4         100.0 

 

 

  一般会計からの繰入金は457,456,701円で、内訳は次の表のとおりです。 

 

区 分 H24決算額 (円) 

保 険 基 盤 安 定 分 314,604,707 

出 産 一 時 金 分 23,135,220 

財 政 安 定 化 支 援 事 業 64,582,078 

事 務 費 分 31,942,000 

精 神 給 付 金 分 18,916,516 

後 期 高 齢 者 健 診 4,266,660 

特 定 健 診 被 災 者 分 9,520 

合    計 457,456,701 

前年度比較増減 △15,225,885 
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（２） 国民健康保険税の賦課徴収状況 

総務省統計局のデータによると、平成24年度の完全失業率は4.3％(23年度は4.5%)

と改善される状況にありますが、中小零細企業などはまだまだ厳しい状況にありま

す。解雇、倒産、雇い止めなどにより安曇野市国民健康保険の被保険者となった非

自発的失業者は平成24年度も595人を数え、この内328人は年度末においても、国保

の被保険者となっており、容易に新たな就職に就けないことが伺われます。このよ

うな状況の中、国民健康保険税現年度分調定額は、前年に対して4,013千円の減少と

なりましたが、収納率の向上により前年を上回る税収を確保することができました。

現年度分が185千円、滞納繰越分は11,184千円の増となり、収入未済額は、それぞれ

現年度分4,199千円、滞納繰越分20,251千円の減少となりました。滞納整理の所管課

が収納課へ集約されたことにより、初期対応の迅速化と効率的・効果的な収納体制

及び適切な滞納整理事務の執行等による効果が出ています。 

 

（３） 国民健康保険税収納率の推移 

ア 現年度分                      （単位：円･％・千円） 

年

度 

調 定 額 

① 

収入済額 

② 

不納 

欠損額③ 

収入未済額 

①-②-③=④ 

収納率 

②/① 

未済額の

年度比較 

22 2,305,769,500 2,148,848,600 39,000 156,881,900 93.19  

23 2,326,248,100 2,182,516,095 0 143,732,005 93.82 △13,150 

24 2,322,235,500 2,182,700,898 1,400 139,533,202 93.99 △4,199 

※未済額の年度比較＝当該年度-前年度 

 イ 滞納繰越分                   （単位：円･％・千円） 

年

度 

調 定 額 

① 

収入済額 

② 

不納 

欠損額③ 

収入未済額 

①-②-③=④ 

収納率 

②/① 

未済額の

年度比較 

22 566,028,794 126,738,576 16,962,182 422,328,036 22.39  

23 576,196,175 134,742,546 11,907,576 429,546,053 23.38 7,218 

24 569,345,258 145,926,787 14,123,591 409,294,880 25.63 △20,251 

※未済額の年度比較＝当該年度-前年度 

ウ 現年度分＋滞納繰越分              （単位：円･％・千円） 

年

度 

調 定 額 

① 

収入済額 

② 

不納 

欠損額③ 

収入未済額 

①-②-③=④ 

収納率 

②/① 

未済額の

年度比較 

22 2,871,798,294 2,275,587,176 17,001,182 579,209,936 79.24  

23 2,902,444,275 2,317,258,641 11,907,576 573,278,058 79.84 △5,932 

24 2,891,580,758 2,328,627,685 14,124,991 548,828,082 80.53 △24,450 

※未済額の年度比較＝当該年度-前年度 
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エ 現年度分内訳                     （単位：円・％） 

区  分 
調定額 

① 

収入済額 

② 

不納欠損額 

③ 

収入未済額 

①-②-③=④ 

収納率 

②/① 

一 

 

般 

医療分 1,332,056,359 1,251,227,718 1,000 80,827,641 93.93 

支援分 575,082,401 539,250,570 400 35,831,431 93.77 

介護分 172,447,544 156,740,704 0 15,706,840 90.89 

合 計 2,079,586,304 1,947,218,992 1,400 132,365,912 93.63 

退 

 

職 

医療分 135,660,979 131,657,083 0 4,003,896 97.05 

支援分 59,069,001 57,368,972 0 1,700,029 97.12 

介護分 47,919,216 46,455,851 0 1,463,365 96.95 

合 計 242,649,196 235,481,906 0 7,167,290 97.05 

合 

  

計 

医療分 1,467,717,338 1,382,884,801 1,000 84,831,537 94.22 

支援分 634,151,402 596,619,542 400 37,531,460 94.08 

介護分 220,366,760 203,196,555 0 17,170,205 92.21 

合 計 2,322,235,500 2,182,700,898 1,400 139,533,202 93.99 

 

オ 滞納繰越分内訳                      （単位：円・％） 

区  分 
調定額 

① 

収入済額 

② 

不納欠損額 

③ 

収入未済額 

①-②-③=④ 

収納率 

②/① 

一 

 

般 

医療分 381,407,558 93,672,474 10,762,626 276,972,458 24.56 

支援分 96,822,548 27,648,907 296,814 68,876,827 28.56 

介護分 66,831,043 17,401,451 1,847,149 47,582,443 26.04 

合 計 545,061,149 138,722,832 12,906,589 393,431,728 25.45 

退 

 

職 

医療分 16,205,023 4,399,982 1,023,701 10,781,340 27.15 

支援分 4,074,776 1,434,718 27,898 2,612,160 35.21 

介護分 4,004,310 1,369,255 165,403 2,469,652 34.19 

合 計 24,284,109 7,203,955 1,217,002 15,863,152 29.67 

合 

  

計 

医療分 397,612,581 98,072,456 11,786,327 287,753,798 24.67 

支援分 100,897,324 29,083,625 324,712 71,488,987 28.82 

介護分 70,835,353 18,770,706 2,012,552 50,052,095 26.50 

合 計 569,345,258 145,926,787 14,123,591 409,294,880 25.63 
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カ 税の減免・軽減の状況 

ａ 減免の状況                 平成25年3月31日現在 

区 分 
規則第２条 

該   当 

規則第５条 

該   当 

規則第６条 

該   当 

規則第７条 

該   当 

該当件数 ２件 ０件 ４件 ６９件 

  

 ｂ 軽減の状況                 平成25年3月31日現在 

国保加入世帯数(Ａ) 軽減区分 世帯数(Ｂ) 被保険者数 Ｂ／Ａ 

14,600 世帯 7割軽減 3,524世帯 5,092人 24.14％ 

被 保 険 者 数 5割軽減 835世帯 1,889人 5.72％ 

25,642 人 2割軽減 2,034世帯 3,685人 13.93％ 

 

 

ｃ 倒産・解雇・雇い止め等による失業者(非自発的失業者)の軽減申請数等の状況 

                         平成25年3月31日現在 

非自発的失業者数（軽減申請者数） 年度末現在の非自発的失業者数 

595人 328人 

 

 

キ 滞納処分状況 

 悪質な滞納者に対しては、税の公平性の観点から厳しい処分を行っています。 

 

 ａ 被保険者証の制限               平成25年3月31日現在 

 
短 期 被 保 険 者 証 

資格者証明書 

1ヶ月 3ヶ月 6ヶ月 合 計 

世帯数(世帯) 0 0 582 582 24    

被保険者数(人) 0 0 1,150 1,150 39 *（うち6） 

*(うち6)は、平成21年度の法律改正により、資格者証明書交付世帯の18歳未満の被保

険者（18歳の誕生日以降、最初の３月31日までの間を含む）には、6ヶ月の短期被保険
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者証が交付されています。 

ｂ 差 押 平成23年度から市民環境部市民課と支所市民福祉課が所管していた国

民健康保険税の滞納整理を収納課の所管とし、効果的・効率的な収納体制が取ら

れている。                    

 

ｃ 分納誓約について   同上 

 

ｄ 平成24年度不納欠損状況                平成25年3月31日 

不 納 欠 損 事 由 人数(人) 総 件 数 金 額(円) 

時    効 
 
執行停止を伴わないもの 

0 0 0 

即 時 欠 損 
 
法第15条の7第5項 

7 67 1,370,750 

執行停止後3年経過 
 
 
 
法第15条の7第4項 

無財産(同条第1項1号) 14 121 1,324,500 

生活困窮(同条第1項2号) 8 103 1,431,080 

所在不明(同条第1項3号) 13 144 1,442,963 

時    効（執行停止済） 
 
法第18条第1項 

88 575 8,555,698 

合    計 130 1,010 14,124,991 

 

 

ク 口座振替率 

 平成24年度最終納期(第9期)の口座振替は、課税世帯数14,600世帯中9,702世帯が利

用しており、第9期での口座振替利用率は66.45％になっています。 

 また、口座振替成功率は再振替後約92.31％となっており、収納率を上げるうえでの

大きな役割を果たしており、今後も口座振替の勧奨に努めていきます。 
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５ 歳出状況 

（１）歳出内訳                         (単位:円、％) 

区分 総務費 

保 険 給 付 費 

 

 
療   養   諸   費 高 額 

 
療養費 

その他の 

給付費 療養給付費 療養費 
審査支払 

手数料 

H24年度 16,642,239 5,879,339,195 67,094,976 19,497,670 742,962,308 57,349,346 

H23年度 23,134,245 5,682,264,996 70,559,137 18,980,750 681,110,207 70,510,485 

増 減 △6,492,006 197,074,199 △3,464,161 516,920 61,852,101 △13,161,139  

伸び率  71.9 103.5 95.1 102.7 109.1 81.3  

構成比 0.2 58.4 0.7 0.2 7.4 0.6  

 

 

 

（２）療養給付状況 

    １人当り費用額状況              (単位:円) 

 

 

 

 

 

（３）高額療養費の状況                     

 

 

 

 

 

 

後期高齢者支援

金・老人保健拠

出金・前期高齢

者納付金 

介護納付金 
共同事業 

拠出金 

特定健診事業費 

保健事業費 
その他の支出 合  計 

1,274,107,435 525,184,405 936,009,747 131,379,411 404,520,650 10,054,087,382 

1,168,342,471 498,404,407 962,103,802 120,167,573 327,586,556 9,623,164,629 

105,764,964 26,779,998 △26,094,055 11,211,838 76,934,094 430,922,753 

109.1 105.4   97.3 109.3  123.5 104.5 

12.7 5.2 9.3 1.3 4.0 100.0 

区 分 平成24年度 平成23年度 

 一  般 311,249 298,045 

退 職 366,747 379,225 

区 分 一 般 退職者 計 

件   数  （件） 10,322 935 11,257 

保険者負担額（円） 658,306,299 83,488,590 741,794,889 

１件あたり保険者負担額（円） 63,777 89,292 65,896 
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（４）高額介護合算医療費の状況 

 

 

 

 

 

 

（５）その他の保険給付費の状況 
 

区   分 出産育児一時金 葬祭費 精神給付金 計 

平成24年度

決 算 

件数(件) 83 121 12,442 12,646 

金額(円) 34,802,830 3,630,000 18,916,516 57,349,346 

 

（６）高額療養費資金貸付事業 

     高額療養費支給予定額の８割(千円未満切捨) 15件 3,081,000円 

 

 

６ 特定健康診査等実施状況（1100249）       決算額 114,616,937円 

（１）事業概要 

   平成20年度から各医療保険者が実施している特定健康診査は５年目となり、第

１期特定健康診査等実施計画の最終年度を迎えました。 

   第１期特定健康診査等実施計画では、国が定める目標が平成24年度までに特定

健康診査受診率65％を達成する必要がありました。これまで、人間ドック助成制

度の拡充や、受診勧奨の啓発を行ってきていますが、平成24年度は、安曇野市医

師会の協力のもとに実施している、通院先で実施した検査項目を取得する「通院

治療者特定健診」をこれまでの60歳以上から40歳以上を対象として実施し、受診

率の向上施策を行いました。 

   また、第１期特定健康診査等実施計画の検証と課題を取りまとめ、平成25年度

から５年間の第２期特定健康診査等実施計画を策定しました。今後、平成29年度

の最終目標受診率60％達成に向けて、計画内容に沿った実施方針のもと、可能な

限り受診率向上に取り組みます。 

 

 

 

区 分 一 般 退職者 計 

件   数（件） 24 4 28 

保険者負担額（円） 667,718 316,575 984,293 
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（２）健診実施状況                                     （H25.6.5現在） 

 
特定健康診査 後期高齢者健診 

Ｈ24(推計値) Ｈ23(確定値) Ｈ24(推計値) Ｈ23(確定値) 

健診対象者数 17,426人 17,248人  13,726人  13,363人 

集 団 健 診  3,354人  3,425人   1,513人   1,487人 

個 別 健 診    309人    395人   

人 間 ド ッ ク等  1,444人  1,326人   

通院治療者  1,254人 1,139人   

受診者数合計  6,361人  6,285人   1,513人   1,487人 

受 診 率  36.50％  36.44％   11.02％   11.13％ 

 ※特定健診受診率に含まれない年度末年齢75歳の人は、後期高齢者健診に集計 

 

（３）精密健康診断 

 平成21年度から人間ドックについて、医療機関と契約する助成券方式を導入しま

した。また、平成22年度からは、被保険者からの要望と特定健診の受診率向上のた

め、新たに「オプション脳ドック」「特定健診を兼ねる脳ドック」という２種類の

助成項目を追加し、加えて助成券も利用できるように改善を行いました。これによ

り、人間ドック等に対する助成利用者実績は年々増加し、特定健診の受診率向上に

大きく寄与しています。 

 

人間ドック等に対する助成実績     

 平成２４年度 平成２３年度 

件数 助成額（円） 件数 助成額（円） 

人間ドック 1,567 39,855,910  1,446 37,102,440  

オプション脳ドック ※１ 228 2,279,000  226 2,258,000  

特定健診兼ねる脳ドック ※２ 32 640,000  36 740,000  

その他の脳ドック 26 384,000  21 309,000  

合    計 1,853 43,158,910  1,729 40,409,440  

 助成額：１日人間ドック25,000円、１泊２日人間ドック30,000円 

オプション脳ドック10,000円、特定健診を兼ねる脳ドック20,000円 

その他の脳ドック15,000円 

※１ 人間ドックと脳ドックを同時に受診した場合に、人間ドックの助成額に加え、 

脳ドック分として10,000円を追加助成する。 

※２ 医療機関によっては、脳ドック検査項目について、ＭＲＩなどの脳の検査に加 

え、心電図、血液検査などを同時に実施している場合があります。この検査項目 

に特定健診の検査項目が含まれている場合は、改めて特定健診を受診する必要が 

無くなることから、通常の脳ドック助成額15,000円に5,000円を上乗せした20,000 
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円を助成する。 

（４）平成25年度に向けた受診率向上への取り組み 

  ア 特定健康診査の開始年齢である40歳と、節目年齢の50歳の対象者は、健診料

金無料で実施する。 

イ 広報あづみのへの特集掲載、被保険者証更新時に啓発パンフレット配布する。 

 ウ 特定健診受診勧奨ポスターを作成し、公共施設及び医療機関に掲示する。 

 エ 通院治療者事業を「通院治療者特定健診」として、40歳以上の健診対象者へ

実施案内通知を送付する。 

 

７ 国民健康保険運営協議会開催状況 

   平成25年1月31日 第１回国民健康保険運営協議会  

 平成25年度安曇野市国民健康保険特別会計予算（案）について 

 安曇野市国民健康保険税条例の一部を改正する条例（案）について 

 第２期安曇野市国民健康保険特定健康診査等実施計画（案）につい

て（報告） 

 

８ 国民健康保険支払準備基金保有額状況 

                           (単位:円) 

区  分 金  額 

平成22年度末基金保有額          1,116,008,353 

平成23年度取り崩し額          276,190,000  

平成23年度基金積立額            270,181,647 

平成23年度末基金保有額 1,110,000,000 

平成24年度取り崩し額          400,000,000  

平成24年度基金積立額            304,728,600 

平成24年度末基金保有額 1,014,728,600 

 

９ 反省と課題 

  国保税の滞納整理事務が収納課へ移管されたことにより、徴収体制が強化され、

初期対応の迅速化と適切な滞納整理事務の執行により、収入未済額が減少し収納率

の向上につながっている。 

  一般国保被保険者の医療費は毎年５％台の伸びで推移しており、税収や国・県の

交付金等で賄えない分を、基金の取崩しにより運営しているが、税収の確保や国・

県の交付金額の増により大幅な基金取崩しは避けられた。この結果、保険税の税率

改正は１年先送りできることとなり、国保被保険者の負担軽減を図ることができた。 

  特定健康診査は第２期計画の策定を行った。国保被保険者の特定健診に対する関



 - 322 -

心度はまだ低く、受診率は県平均を下回っているため、あらゆる手段を講じ関係部

署と連携しながら、受診率向上に向けた施策を実施することとする。 


